
（平成２２年４月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

群馬厚生年金 事案 654 

  

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社のＢ工場における資格取

得日を昭和 44 年４月 20 日、資格喪失日を同年７月 21 日とし、申立期間

の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 44 年４月 20 日から同年７月 21 日まで 

    Ａ社に昭和 30 年９月１日から平成 11 年１月６日までの期間、継続し

て勤務していたが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録

について照会したところ、申立期間についての加入記録が無い旨の回答

をもらった。申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、

Ａ社に継続して勤務（昭和 44 年４月 20 日に同社本社工場から同社Ｂ工場

に異動し、同年７月 21 日に同工場から同社Ｃ工場に異動。）し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 44 年３月及び同

年７月に係る社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る保険料を納付したか否かについては、事

業主は関連資料が無く不明としているが、当該事業所に係る被保険者名簿

には申立人の氏名は確認できず、整理番号にも欠番が見当たらないことか

ら、申立人に係る被保険者記録が失われたとは考えられない上、事業主に

よる申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得及び喪失のいずれの機

会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難



                      

  

いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われ

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 44 年４月か

ら同年６月までの保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 655 

  

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準賞与額は、申立人が

主張する標準賞与額であったと認められることから、申立期間の標準賞

与額を 125 万 8,000 円と訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 15 日 

    平成 16 年 12 月 15 日に、Ａ社から支払われた賞与額は、125 万 8,000

円であったにもかかわらず、オンライン記録では 12 万 5,000 円とされ

ている。厚生年金基金の標準賞与額は 125 万 8,000 円と記録されている

ので、正しく訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が加入しているＢ厚生年金基金の記録、及び同社が保有している厚

生年金基金加入員賞与標準給与決定通知書によると、申立期間の標準賞与

額は 125 万 8,000 円であることが確認できる上、同基金の厚生年金基金加

入員賞与標準給与支払届は複写式であり、社会保険事務所に対する届書と

一体であったことから、同一内容の書類が社会保険事務所に提出されてい

たと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人が主張する標

準賞与額に係る届出を事業主が社会保険事務所に対して行ったと認められ

る。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、Ｂ厚生年金基金の記録か

ら、125 万 8,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 656 

  

第１ 委員会の結論 

 事業主は、社会保険事務所（当時）に届け出た標準賞与額は、申立人

が主張する標準賞与額であったと認められることから、申立期間の標準

賞与額を 145 万 8,000 円と訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 15 日 

    平成 16 年 12 月 15 日に、Ａ社から支払われた賞与額は、145 万 8,000

円であったにもかかわらず、オンライン記録では 14 万 5,000 円とされ

ている。厚生年金基金の標準賞与額は 145 万 8,000 円と記録されている

ので、正しく訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が加入しているＢ厚生年金基金の記録、及び同社が保有している厚

生年金基金加入員賞与標準給与決定通知書によると、申立期間の賞与標準

給与額は 145 万 8,000 円であることが確認できる上、同基金の厚生年金基

金加入員賞与標準給与支払届は複写式であり、社会保険事務所に対する届

書と一体であったことから、同一内容の書類が社会保険事務所に提出され

ていたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人が主張する標

準賞与額に係る届出を事業主が社会保険事務所に対して行ったと認められ

る。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、Ｂ厚生年金基金の記録か

ら、145 万 8,000 円とすることが妥当である。 



群馬国民年金 事案 561   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年９月の国民年金保険料については、還付されていない

ものと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 52 年 10 月から 54 年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められるものの、当該期間は国民

年金被保険者となり得る期間ではないこと、また、同年４月から 63 年 11

月までの国民年金保険料については、納付していたものと認められないこ

とから、年金記録の訂正を行うことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生  

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年９月から 63 年 11 月まで 

昭和 52 年９月からＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入したが、同年４

月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付したことを示す「国民年金

保険料預り証」を持っており、それ以降の期間についても、親が納付し

たはずである。申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

認めてほしい。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、申立期間について、その両親が、国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているところ、事実、申立期間のうち、昭和 52 年９月か

ら 54 年３月までの保険料を納付したことは、申立人が所持する「国民年

金保険料預り証」から推認できる。 

また、申立期間は厚生年金保険の加入期間となっているものの、申立

期間のうち、昭和 52 年 10 月から 54 年３月までについては、国民年金保

険料が還付された形跡は見当たらない。 

 しかしながら、申立期間のうち、昭和 52 年９月については、市が保管

する国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳のいずれにも、同

月分の国民年金保険料を還付した記録が記載されており、それらの記載



内容に不合理な点は見当たらない上、ほかに申立人に対する保険料の還

付を疑わせる事情もうかがえない。 

一方、申立期間のうち、昭和 54年４月から 63年 11月までについては、

申立人の両親が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は、保険料の納付に直接関与

しておらず、その両親も既に亡くなっているため、当時の状況が不明で

あるなど、ほかに申立人の両親が当該期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年 10 月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 
 しかしながら、申立人は上記の期間について厚生年金保険被保険者で

あり、国民年金被保険者となり得る期間ではないことが明らかであるこ

とから、年金記録の訂正を行うことはできない。 



 

群馬厚生年金 事案 657 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日              ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年 10 月１日から 37 年 10 月１日まで 

昭和 36 年８月１日から 37 年９月 30 日までの期間、Ａ社に勤務した。

社会保険事務所（当時）でこの期間の厚生年金保険の加入記録を確認し

たところ、36 年 10 月１日から 37 年 10 月１日までの期間について、厚

生年金保険に加入していた記録が無かった。申立期間について厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、昭和 36 年８月１日から 37 年９月 30 日までの期間、Ａ社に

勤務していたと申述しているところ、同社の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、36 年８月１日に資格取得し、同年 10 月１日に資格喪失した

旨が記録されており、申立期間の勤務については、当時の事業主は死亡し

ているため証言が得られず、同社に関連資料が保存されていない上、当該

期間に勤務していた複数の元従業員からも明確な証言が得られないことか

ら、申立人の申立期間における勤務実態を確認することができない。 

また、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



  

群馬厚生年金 事案 658 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日              ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成２年８月 21 日から３年９月１日まで 

② 平成５年 10 月１日から６年９月１日まで 

③ 平成６年９月１日から７年 10 月１日まで 

④ 平成８年 10 月１日から９年９月１日まで 

⑤ 平成 10 年 10 月１日から 11 年３月 16 日まで 

    Ａ社に勤務していたときの給与収入等からみて、申立期間についての

標準報酬月額が低く決定されているのではないかと思われるので、正し

く訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人が勤務していたＡ社の関連会社であるＢ社から提

供された申立人の申立期間に係る給与明細票に記載されている厚生年金

保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録に係る標準報

酬月額と一致していることから、特例法による保険給付の対象に当たら

ないため、あっせんは行わない。 

なお、Ａ社が加入していたＣ厚生年金基金の記録によると、申立人の

申立期間における「報酬標準給与」は、オンライン記録における標準報

酬月額と一致している。 


